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期限切れの健康保険証、2026年 8月からは使えない 
～受診前に確認したい「マイナ保険証」「資格確認書」「電子証明書」～ 

 政策調査部 フェロー  谷口 智明 

 

 

1．期限切れの健康保険証をめぐる暫定措置が終了 

本稿では、期限切れの健康保険証をめぐる暫定措置の終了と、その後の資格確認手段を整理

し、医療機関・薬局の受診前に確認すべき点を解説する。従来の紙・プラスチック製の健康保険

証は、2024年 12月 2日に新規発行が終了し、2025年 12月 1日をもってすべて有効期限を迎え

た。ただし、制度移行期の混乱を避けるため、期限切れに気付かず健康保険証を持参した場合で

も、医療機関・薬局がオンライン資格確認等で保険資格を確認できれば、通常の自己負担割合（3

割等）で受診できる暫定的な取扱いが続けられてきた。この取扱いは、当初 2026年 3月末までと

されていたが、その後、同年 7月 31日まで延長された。8月 1日以降は、この暫定的な取扱いが

終了する。 

厚生労働省の事務連絡によれば、2026年 8月 1日以降、期限切れの健康保険証だけを持参し、

ほかの方法でもその場で保険資格等を確認できない場合は、従来の健康保険証を忘れた場合と同

様の対応となる。医療機関・薬局の取扱いによっては、窓口で通常の自己負担割合による支払い

ができず、いったん医療費を全額自己負担した上で、後日、加入する保険者に療養費を申請し、

保険給付相当額の償還を受ける必要が生じる。受診そのものができなくなるわけではないが、一

時的な窓口負担の増加や事後手続きが生じ得るため、注意が必要だ。 

 

2．受診時に使えるのは、マイナ保険証か資格確認書 

2026年 8月以降、まず確認すべきは、自分がマイナ保険証を利用できる状態にあるかだ。マイ

ナ保険証とは、健康保険証として利用登録したマイナンバーカードを指す。利用登録の状況は、

マイナポータルの「健康保険証」画面で「登録済」または「未登録」と表示される。未登録の場

合は同画面から登録できるほか、医療機関・薬局に設置された顔認証付きカードリーダーでも、

その場で登録できる。 

マイナ保険証を保有していない人には、加入する保険者から、従来の健康保険証に代わる「資

格確認書」が原則として申請によらず無償で交付される。資格確認書を窓口で提示すれば、従来

どおりの自己負担割合で受診できる。資格確認書には有効期限があり、5年以内の範囲で保険者が

設定することになっている。制度や加入する保険者によって期限が異なるため、券面に記載され

た有効期限を確認しておく必要がある。例えば、後期高齢者医療制度や国民健康保険では 1年更
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新が一般的で、健保組合や協会けんぽ等の被用者保険では最長 5年となっているケースが多い。 

さらに注意したいのは、「資格確認書」と「資格情報のお知らせ」では位置づけが大きく異なる

ことだ。資格確認書は単体で保険資格を確認できるが、資格情報のお知らせは、マイナ保険証を

利用する人に対して、加入する医療保険の資格情報を通知する補助書類であり、原則として単体

では保険資格の確認には使用できない。顔認証付きカードリーダーの不具合などでマイナ保険証

による資格確認ができない場合に、マイナンバーカードと併せて提示する。こうした名称が類似

していることが制度理解を難しくしている点は否めない（資料 1）。 

 

資料 1 2026年 8月以降の医療機関・薬局における保険資格の確認方法 

（出所）各種資料より第一ライフ資産運用経済研究所作成 

 

3．後期高齢者全員への資格確認書の一律交付も終了 

後期高齢者医療制度では、資格確認書の交付方法も変わる。2026年 7月までは暫定措置とし

て、マイナ保険証の保有の有無にかかわらず、加入者全員に資格確認書が職権交付（本人からの

申請によらず交付）されてきた。 

2026年 8月以降は、85歳以上の加入者には、引き続き資格確認書が職権交付される。一方、84

歳以下の加入者については、マイナ保険証の保有状況や過去の利用実績に応じて、資格確認書が

職権交付されるか、「資格情報のお知らせ」が交付される（注 1）。ただし、判定方法は後期高齢者

医療広域連合（保険者）によって異なり、マイナ保険証の利用回数等を踏まえる地域と、保有の

有無のみで判定する地域もある。このため、年齢やマイナ保険証の利用状況が同じでも、居住地

域によって届く書類が異なる場合があり、制度の分かりにくさはなお残る。 

資格確認書の交付対象とならなかった人には、「資格情報のお知らせ」が送付される。繰り返し

となるが、資格確認書とは位置づけが異なるため、届いた書類の名称と使い方を確認しておく必

要がある。なお、マイナ保険証の利用が難しい場合は、市区町村窓口への申請により資格確認書

の交付を受けられる。 

 

4．見落としやすい「電子証明書の 5年期限」 

持参物 資格確認 備　考

マイナ保険証 ○
健康保険証の利用登録をしたマイナンバーカード。対応する医療機関・薬局で
は、スマホ保険証も利用可。
カード本体と電子証明書の有効期限を確認。

資格確認書 ○
マイナ保険証を持たない人などに保険者が交付。従来の健康保険証と同様に、
通常の自己負担割合で受診可。券面に「資格確認書」と記載されているか確認。
有効期限は、５年以内で保険者が設定。

資格情報のお知らせ ×
原則として単体では資格確認できない。カードリーダーの不具合時などに、マイ
ナンバーカードと併せて提示する補助書類。ただし、修学旅行や保育所等の特殊
な場面における柔軟な取扱いがある。

期限切れの健康保険証 ×
暫定的な取扱いは2026年7月31日で終了。8月1日以降は、有効な資格確認
手段とはならない。
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マイナ保険証の利用登録を済ませても、無期限に使えるわけではない。マイナンバーカード本

体と、ICチップに記録された電子証明書では、それぞれ有効期限が異なる。マイナンバーカード

本体の有効期限は、カード発行時に 18歳以上の場合、原則として発行から 10回目の誕生日まで

である。一方、電子証明書の有効期限は、年齢を問わず発行から 5回目の誕生日までである（注

2）。電子証明書は、マイナ保険証やマイナポータルへのログイン等に用いられる。政府公表資料

によれば、電子証明書の有効期限切れに伴う想定更新件数は、2026年度に約 1,430万件、2027年

度に約 2,100万件と見込まれている（資料 2）。 

 

資料 2 マイナンバーカード・電子証明書の有効期限切れに係る想定更新件数 

（注）原出所は、総務省「全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議資料」（2026年 1月 23日）資料 15から政府広報室

作成。 

（出所）政府広報オンライン「マイナンバーカードと電子証明書の有効期限をご確認ください。通知が届いたらお早めに更新を！」

より抜粋 

 

電子証明書の有効期限が切れると、マイナポータルへのログイン、証明書のコンビニ交付、e-

Tax（国税電子申告・納税システム）等の電子申請が利用できなくなる。マイナ保険証について

は、電子証明書の有効期限が切れた後も、有効期限満了日が属する月の末日から 3か月間は引き

続き利用できるが、その間に更新手続きを行う必要がある。ただし、この猶予期間中に医療機関

等へ提供される情報は保険資格情報に限られ、過去の診療情報や薬剤情報などは提供されない。 

電子証明書の有効期限は、カード券面の記入欄またはマイナポータルで確認できる。券面に記

載がない場合は、マイナポータルを利用するとよい。医療機関・薬局の顔認証付きカードリーダ

ーでも、期限が 3か月以内になるとアラートが表示される。有効期限の 2～3か月前を目安に通知

書が送付されるが、更新は住民登録のある市区町村窓口で手続きしなければならない。通知を放

置せず、早めに更新することが重要だ。 
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5．マイナ保険証の利用拡大と今後の資格確認 

厚生労働省によると、マイナ保険証の利用は増加しており、2026年 5月のレセプトベース利用

率（マイナ保険証利用人数÷レセプト件数）は 68.52％と前年同月から約 34ポイント上昇した。

一方、残り約 3割の資格確認は資格確認書等によるものだ。あわせて、スマートフォンにマイナ

ンバーカード機能を搭載した「スマホのマイナ保険証」（以下、スマホ保険証）の利用も広がり始

めているが、すべての医療機関・薬局で使えるわけではない。スマートフォンだけで受診する場

合は、利用予定の医療機関・薬局が対応しているか、事前に確認する必要がある。 

期限切れの健康保険証を受け付ける暫定措置の終了は、例外的な取扱いを続けてきた移行期を

終え、マイナ保険証を中心とする資格確認へ移る節目となる。今後、医療機関・薬局の窓口で用

いる主な資格確認手段は、マイナ保険証（スマホ保険証を含む）と資格確認書の二つとなる。こ

れにより、資格確認手段とその取扱いが明確になり、受付事務の負担が一定程度軽減されること

も期待される。一方、資格確認書への対応やマイナ保険証を読み取れない場合の確認手続き、デ

ジタル機器に不慣れな利用者への丁寧な案内は、引き続き欠かせない。利用者自身も、受診前に

窓口で何を提示すべきかを確認しておくことが重要である。 

以 上 

 

【注釈】 

1) 厚生労働省が示した基本的な対応方針では、84歳以下の加入者のうち、マイナ保険証を直近 1

年間に 6回以上利用し、かつ直近 3か月以内に利用実績がある人には「資格情報のお知らせ」

を交付し、それ以外の人には、本人からの申請によらず「資格確認書」を職権交付する。ただ

し、後期高齢者医療広域連合は、マイナ保険証保有の有無のみで判定する方式を選択すること

もできる。なお、マイナ保険証の利用が困難な場合は、市区町村窓口に申請することにより、

資格確認書の交付を受けることができる。 

 

資料 後期高齢者医療制度における 2026年 8月以降の資格確認書の職権交付について（対応方針） 

（注）利用実績を踏まえた対応が基本であるが、マイナ保険証利用促進の観点から、74歳以下の年齢層と同様の取り扱いとする

ことも可能とする。 

（出所）厚生労働省社会保障審議会医療保険部会（2026年 2月 12日）「資料 3 マイナ保険証の円滑な利用について」より抜粋 

 

2) 2026年 7月 21日に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」では、券面デザ

インを見直した「次期マイナンバーカード」について、2029年度中の導入を目指す方針が示さ
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れた。なお、次期カードでは、電子証明書の有効期間をカード本体に合わせ、現行の 5年から

10年に延長される予定である（18歳未満は、カード本体・電子証明書ともに有効期間は現行ど

おり 5年）。 
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